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第２章 計画の基本的な考え方 

第１節 基本理念 
 

 

 

 

  

本人の意思を尊重し、「その人らしい」 

生活の実現を目指します。 

【共通計画】 

誰もが住み慣れた地域で、お互いに思いやり、支え合いながら、尊厳を持ってその人らしく生活を

継続することのできる地域づくりを目指します。そのための取組みの一つとして、利用者がメリッ

トを実感できるよう、権利擁護支援や成年後見制度を適切に利用できる体制を整備していきます。 
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第２節 基本目標 
「本人の意思を尊重し、「その人らしい」生活の実現を目指します。」という基本理念の実

現に向けて、次の５つの基本目標を設定し、計画を推進します。この５つの基本目標は、共

通計画を同様の内容であり、それぞれ連動するものであるため、一体的に取り組んでまいり

ます。（図５-20） 

 

図５-20 基本目標の関係性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１：目的・対象に応じた広報の充実  

成年後見制度は、本人の生活を守り、権利を擁護する重要な手段ですが、同様の手段は成年後

見制度以外にもあるという視点が重要です。 

また、本人の生活を守り、権利を擁護するためには、声をあげることができない市民を発見

し、支援につなげるという視点も重要です。 

 前者では、成年後見制度の内容を分かりやすく広報するとともに、それ以外の権利擁護支援の

ための手段を広報することを検討する必要があります。 

 後者では、声をあげることのできない市民を発見し、支援につなげるためには、窓口に来られ

た市民を対象にパンフレットやチラシを使用して広報を行うだけでなく、市の公式ホームペー

ジ、SNS 等様々な媒体を使用して広報を行うことを検討するとともに、アウトリーチによる相談

支援の中で成年後見制度を含めて権利擁護支援に関する広報を行うことを検討する必要がありま

す。 

  

権利擁護支援の地域連携ネットワーク及び中核機関の４つの機能の段階的・計画的な整備 

基本目標２ 

本人の意思を尊重した切れ目の

ない相談支援の充実 

基本目標１ 

目的・対象に応じた広報の充実 

基本目標３ 

利用者がメリットを実感できる

成年後見制度利用促進 

基本目標４ 

成年後見人等への支援の充実 

基本目標５ 地域における権利擁護支援の体制整備 
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基本目標２：本人の意思を尊重した切れ目のない相談支援の充実 

狛江市では、第４次地域福祉計画から地域共生社会の実現に向けた取組みを進めるため、地域

を基盤とした包括的な支援体制の構築を進め、その体制を構築する中で複雑化・複合化した課題

を抱える世帯、生活困窮者、貧困状況にある子ども等新たな地域生活課題を抱えている人・世帯

を包括的に受け止めることのできる相談支援を充実させております。 

このような包括的な相談支援体制を構築するにあたり、権利擁護支援の必要性を検討する仕組

み及び成年後見制度の利用が必要な人に適切な支援方法を検討する仕組みを構築するとともに、

地域福祉権利擁護事業から成年後見制度に円滑に移行できる支援を行っていく必要があります。 

また、「本人の意思を尊重した」相談支援については、障がい者については障がい福祉サービス

等の提供に係る意思決定支援ガイドラインに従った相談支援を、認知症の方（認知症と診断され

た場合に限らず、認知機能の低下が疑われ、意思決定能力が不十分な方を含む。）については認知

症の人の日常生活・社会生活における意思決定ガイドラインに従った相談支援を行っておりま

す。 

もっとも、成年後見制度については、市民意識調査結果でも見られるとおり、一部の成年後見

人等により意思決定支援の視点を欠いた制度運用がなされているため、そのことが制度の利用を

ためらうことにつながっています。 

そこで、成年後見人等及びその支援に携わる市権利擁護関係機関職員が意思決定支援を踏まえ

た後見等事務を適切に行うことができるよう「意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライ

ン」（2020 年（令和２年）10 月 30 日意思決定支援ワーキング・グループ）に従った相談支援

の在り方を検討する必要があります。 

また、市民意識調査で本人が認知症や病気になった自分の意思を表明することが困難になった

場合に備えて、自分の意思を表明する方法を考えているか尋ねたところ、60％以上の市民は「考

えていない」と回答されており、意思決定支援を行うに当たっての環境整備も併せて検討する必

要があります。 

 

基本目標３：利用者がメリットを実感できる成年後見制度利用促進 

利用者がメリットを実感できる成年後見制度の運用となるためには、本人の特性に応じた意思

決定支援を行うとともに、本人の自己決定権を尊重することが重要です。 

そのためには、本人の地域での生活に目を向け、「気付き」の段階から本人への説明や支援を十

分に意識し、本人だけでは困難な状況でも支援に確実につながっていくために補い支える「人」

を付けるという発想で、「保佐類型」、「補助類型」の利用や、将来に備えての任意後見制度の活用

を勧めるなど早期の予防的視点に立った相談支援や事前の相談から候補者の推薦、選任、そして

選任後へと、一貫して本人（や本人が頼りにする親族等）の希望を尊重し、実現するための支援

やサポートを充実させることが最も重要です。 

また、市民意識調査で成年後見制度や地域福祉権利擁護事業等の利用をためらう理由として手

続の煩雑さが理由としてあげられていることからも、特に本人、親族等による申立て支援に関わ
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る相談支援を強化するとともに、任意後見制度の利用等についても相談対応力を高め、制度利用

の支援を検討する必要があります。 

さらに、身上に配慮して後見等事務を行うべき義務を負う成年後見人等を家庭裁判所が適切に

選任できるよう、権利擁護支援の地域連携ネットワークや中核機関において成年後見制度の利用

が必要な人に適切な成年後見人等候補者を推薦する仕組みを整備することにより、本人を取り巻

く支援の状況等を家庭裁判所に伝えることができるようにするための検討を進める必要があると

ともに、適切な成年後見人等候補者を推薦できるようにするためには、その前提として今後の成

年後見制度の利用促進の取組みも踏まえた需要に対応していくため、市民後見人を育成し、その

支援を図ることも重要です。 

そして、後見等が開始される、又は任意後見監督人が選任されると、本人と本人を支える家族

等と成年後見人等又は任意後見人との間に信頼関係が形成されてない場合においても、成年後見

人等又は任意後見人に不正な行為、著しい不行跡その他後見等の任務に適しない事由がない限

り、家庭裁判所は成年後見人等又は任意後見人を解任できないことになっております。そのた

め、相談支援機関は、成年後見制度を利用するに当たっては、制度を利用することによるメリッ

トとともにデメリットについても十分に説明するとともに、権利擁護支援の地域連携ネットワー

ク及び中核機関は、後見等の開始後、チームや関係機関と連携して成年後見人等の事務の在り方

についても必要な情報を把握し、本人やその支援者と成年後見人等とが円滑な人間関係を構築で

きるよう支援する必要があります。 

 

基本目標４：成年後見人等への支援の充実 

権利擁護支援が必要な人について、本人の状況に応じ、後見等開始前又は任意後見監督人選任

前においては本人に身近な親族や福祉・医療・地域の関係者が、後見等開始後又は任意後見監督

人選任後はこれに成年後見人等又は任意後見人及び成年後見監督人等（「成年後見監督人、保佐監

督人及び補助監督人」をいいます。以下同じです。）又は任意後見監督人が加わる形で「チーム」

として関わる体制を構築し、成年後見人等又は任意後見人と地域の関係者等が協力して日常的に

本人を見守り、本人の意思や状況をできる限り継続的に把握し対応する仕組みづくりを進める必

要があります。 

特に親族後見人については、親族後見人になられている市民を把握できない中で家庭裁判所や

専門職団体と連携して親族後見人の活動を支援する方法を検討する必要があります。 

また、このような仕組みづくりは、任意後見契約が締結されている場合には、任意後見監督人

選任の申立を促すタイミングに関する判断においても重要となります。 
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基本目標５：地域における権利擁護支援の体制整備 

 基本目標１から４までの目標を達成するためには、権利擁護支援の地域連携ネットワークを構

築する必要があります。権利擁護支援の地域連携ネットワークとは、全国どの地域においても、

必要な人が、本人らしい生活を守るための制度として成年後見制度を利用できるよう、各地域に

おける相談窓口を整備するとともに、適切な支援につなげる地域連携の仕組みをいいます。 

権利擁護支援の地域連携ネットワークは「チーム」、「協議会」及び「中核機関」を構成要素と

します。 

（１）「チーム」とは、協力して日常的に本人を見守り、本人の意思や状況を継続的に把握し、必

要な対応を行う仕組みをいいます。（図５-21） 

図５-21 市の権利擁護支援の地域連携ネットワークにおける「チーム」のイメージ（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市では、市ケースワーカー及びあんしん狛江職員を中心に個々のケースに対する「チーム」で

の対応を従来から行っております。（図５-21） 

後見等開始前においては、チーム関係者が権利擁護支援の必要な人を発見し、必要に応じてケ

ース会議の開催、各種専門職団体・関係機関との連携等を行うことにより、必要な支援に結び付

けるとともに、後見等開始後においては、あんしん狛江職員が中心となり本人及び成年後見人等

を支援しております。 

  

【契約等の法律行為に基づく関係】 

金融機関 

家主・工務店 

新聞店 

商店 

配食サービス 

医療の支援チーム 

福祉サービス等の支援チーム 

介護支援専門員 

相談支援専門員 

訪問系サービス 

通所系サービス 

施設系サービス 等 

医師 

(医療機関) 

訪問看護 

リハビリ 

居宅療養管理指導 等 

【本人の生活を支える支援チーム】 

【事実行為に基づくパーソナルな関係】 

家族・親族 

友人 近隣住民 

民生委員・児童委員 

信仰によるつながり 

中核機関 

(市・あんしん狛江) 

専門職団体 

 

意思決定支援 

（身上保護・財産管理） 

家庭裁判所 

成年後見監督人等 

又は任意後見監督人 
監督 

(財産管理中心)  

連携 

任意後見契約 
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（２）「協議会」とは、後見等開始の前後を問わず、「チーム」に対し法律・福祉の専門職団体や

関係機関が必要な支援を行えるよう、各地域において、専門職団体や関係機関が連携体制を強

化し、各専門職団体や各関係機関が自発的に協力する体制づくりを進める合議体をいいます。 

図５-22 市の権利擁護支援の地域連携ネットワークにおける「協議会」のイメージ（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市では、権利擁護支援のネットワークとして、対象者ごとの権利擁護支援のネットワークと

ともに、専門職のネットワーク、医療関係者のネットワーク及び消費安全のネットワークなど

が構築され、連携して支援しています。もっとも、既存のネットワークにおける連携関係は、

市ケースワーカーやあんしん狛江職員が構築したものであり、体制として整備されたものでは

ありません。 

そこで、チームへの適切なバックアップ体制、困難ケースに対処するためのケース会議等を

適切に開催する体制等を整備し、多職種間での更なる連携強化を進めるため、狛江市権利擁護

支援地域連携ネットワーク協議会を設置いたします。 

本協議会は、成年後見制度利用促進法第14条第２項の規定に基づき市の実情に応じた成年後

見制度利用促進の市計画の策定及び改定に関すること等を調査審議する、狛江市市民福祉推進

委員会権利擁護小委員会を兼ねるものといたします。 

高齢者の権利擁護支援のネットワーク 

地域包括支援センター 

地域ケア会議 
高齢者虐待防止・見守り 

ネットワーク会議 

認知症初期集中支援チーム 

 

専門職のネットワーク 

クローバー 

ぱあとなあ東京 

リーガルサポート東京支部 

東京三弁護士会多摩支部 

医療関係者のネットワーク 

医療機関 

チーム 障がい者権利擁護支援のネットワーク 

障がい者虐待防止センター 

コアメンバー会議・個別ケース会議 

地域自立支援協議会 

消費安全のネットワーク 

消費生活センター 

狛江市権利擁護支援地域連携ネットワーク協議会 

（狛江市市民福祉推進委員会権利擁護小委員会） 

 

 

連携 

連携 

 

出資 出資 

多摩市 
センター（中核機関） 

 

  ※センター構成市及びセンターで設置を検討 

調布市 

広域の権利擁護支援地域連携ネットワーク協議会 

稲城市 日野市 
出資 出資 

出資 

狛江市 

家庭裁判所 
広域の権利擁護支援の地域連携ネットワーク 

市・あんしん狛江 

（中核機関） 

連携 
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  また、市では、調布市、日野市、多摩市及び稲城市とともに平成15（2003）年度にセンタ

ーを設置し、共同運営を行っています。したがって、権利擁護支援の地域連携ネットワークを

構築するに当たっては、市域における協議会とともに、広域における協議会についても検討す

る必要があります。今後センター構成５市及びセンターで広域における協議会の設置及び市域

における協議会との連携の在り方について検討してまいります。また、家庭裁判所との連携の

在り方についても検討してまいります。（図５-22） 

（３）「中核機関」とは、専門職による専門的助言等の支援の確保や、協議会の事務局など、権利

擁護支援の地域連携ネットワークのコーディネートを担う機関をいいます。 

国基本計画によれば、権利擁護支援の地域連携ネットワーク及び中核機関が担うべき具体的

機能として、次の４つの機能が示されています。（図５-23） 

図５-23 権利擁護支援の地域連携ネットワーク及び中核機関が担うべき具体的機能 

（国基本計画11頁～15頁） 

① 広報機能 

② 相談機能 

③ 成年後見制度利用促進機能 

 （ａ） 受任調整（マッチング）等の支援 

 （ｂ） 担い手の育成・活動の支援（市民後見人や法人後見の担い手などの育成・支援） 

 （ｃ） 地域福祉権利擁護事業からのスムーズな移行 

④ 後見人支援機能 

  市では、これまでの権利擁護支援の実情を踏まえるとともに、地域において重層的な支援

体制を構築していく観点から、市、あんしん狛江及びセンターを中核機関とし、中核機関が担

うべき具体的機能を次のとおり分散いたします。 

ア ①広報機能 

広報機能については、次表のとおり役割分担いたします。（表５-６-１） 

表５-６-１ 広報機能についての役割分担 

中核機関 主な役割 

市 

市域における効果的な広報活動の推進 

具体的には、広報を行う各団体、機関（弁護士会・司法書士会・社会福祉士

会、市役所の各窓口、福祉事業者、医療機関、金融機関、民生委員、自治会

等）と連携しながら、パンフレット、チラシ等の作成・配布、研修会・セミナー企画等

の広報活動が、地域において活発に行われるよう配慮すること。 

センター 広域における効果的な広報活動の推進 

イ ②相談機能 

相談機能については、次表のとおり役割分担いたします。（表５-６-２） 

表５-６-２ 相談機能についての役割分担 

中核機関 主な役割 

市 
①成年後見制度の利用に関する相談に対応する体制の構築 

②市長申立の相談支援 
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中核機関 主な役割 

市 

③関係者からの相談に応じ、情報を集約するとともに、必要に応じて専門職団体

の支援を得て、後見等のニーズの精査と、必要な見守り体制（必要な権利擁護

支援に関する支援が図られる体制）に係る調整をすること。 

④③の際、本人の生活を守り、権利を擁護する観点から、地域包括支援センター

等とも連携し、後見類型だけでなく、保佐・補助類型の利用の可能性も考慮す

ること。 

あんしん狛江 

①関係者からの相談に応じ、情報を集約するとともに、必要に応じて専門職団体

の支援を得て、後見等のニーズの精査と、必要な見守り体制（必要な権利擁護

支援に関する支援が図られる体制）に係る調整をすること。 

②①の際、本人の生活を守り、権利を擁護する観点から、地域包括支援センター

等とも連携し、後見類型だけでなく、保佐・補助類型の利用の可能性も考慮す

ること。 

センター 市、あんしん狛江及び地域の関係機関からの相談先となること。 

 ウ ③成年後見制度利用促進機能 

成年後見制度利用促進機能については、次表のとおり役割分担いたします。（表５-６-３） 

表５-６-３ 成年後見制度利用促進機能についての役割分担 

中核機関 主な役割 

市 成年後見人等の的確な推薦や成年後見人等及び任意後見人への支援を行う

ことができるよう、日頃から家庭裁判所との連携体制を整えること。 

あんしん狛江 ①親族後見人候補者の支援 

成年後見人等になるにふさわしい親族がいる場合、専門職との協働により、家

庭裁判所と情報を共有の上連携し、（親族）後見人の選任と選任後の適切な

後見等事務の遂行を支援、実現すること。 

②受任者調整（マッチング）等 

・専門職団体及び法人後見を行える法人との連携を図ること。 

・成年後見人等候補者を推薦するに当たっては、本人の状況等に応じ、適切な

成年後見人等候補者の選定のみならず、必要なチーム体制やその支援体制を

検討すること。 

※センターで育成された市民後見人候補者からの人選については、今後、市、あ

んしん狛江及びセンターで検討が必要である。 

③地域福祉権利擁護事業からのスムーズな移行 

自ら実施している地域福祉権利擁護事業の利用者が必要に応じて成年後見

制度に移行ができるよう検討すること。 

センター ①市民後見人候補者等の支援 

市民後見人が後見等を行うのがふさわしいケースについては、市民後見人候

補者へのアドバイス、成年後見人等になった後の継続的な支援体制の調整等

を行うこと。 
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中核機関 主な役割 

センター ②担い手の育成・活動の促進 

・市民後見人の育成、活動支援の充実を図ること。 

・法人後見の担い手の育成・活動支援についてセンター構成５市と協働して検討

すること。 

 エ ④後見人支援機能 

後見人支援機能については、次表のとおりあんしん狛江が担います。（表５-６-４） 

表５-６-４ 後見人支援機能についての役割分担 

中核機関 主な役割 

あんしん狛江 

①意思決定支援・身上保護を重視した後見活動が円滑に行われるよう、次のよう

な支援をすること。 

・親族後見人等の日常的な相談に応じること。 

・必要なケースについては、成年後見人等又は任意後見人及び成年後見監督

人等又は任意後見監督人と、本人に身近な親族、福祉・医療・地域等の関係

者がチームとなって日常的に本人を見守り、本人の状況を継続的に把握し適

切に対応する体制を市と連携して作ること。 

・専門的な知見が必要であると判断された場合において法律・福祉の専門職が

本人を支援することができるよう、専門職団体の協力を得られる仕組みを市と

連携して作ること（ケース会議開催等）。 

②必要に応じて家庭裁判所及び成年後見監督人等と情報を共有し、成年後見

人等による事務が本人の意思を尊重し、その身上に配慮して行われるよう、成

年後見人等を支援すること。 

③必要に応じて家庭裁判所及び任意後見監督人と情報を共有し、任意後見人

の事務が任意後見契約に基づき行われるよう、任意後見人を支援すること。 




